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【要 約】持続的成長企業における競争優位の組織能力とは、環境変化に適応する戦略的組織ルーテ
ィンの破壊と創造にある。本稿では、戦略的組織ルーティンの構造と 4 要素のモデルを提示し、それ
らが破壊と創造を繰り返すメカニズムを、東レの組織変革の考察を通して分析した。 
 事例分析の結果、戦略的組織ルーティンの破壊は、強力なトップ・マネジメントのリーダーシップ
による組織変革が基点となっていた。官僚化した企業文化を意識改革するため、意思決定基準の明確
化と経営管理制度の改革を図り、組織形態を変化させることで全社活動が展開された。一方、戦略的
組織ルーティンの創造は、経営理念の機能化によるビジョン経営の実践活動が基盤となっていた。新
しい企業文化の形成と組織学習を促進するため、組織メンバーの相互作用を図る全社活動と人材育成
が実行された。 
 これらの事例分析から導き出されたインプリケーションとは、戦略的組織ルーティンの破壊と創造
に 4 要素が影響を及ぼすことが明らかになった。つまり、戦略的組織ルーティンの安定は、“意思決
定”の基準とプロセスの標準化、経営管理制度や全社活動を機能させる“組織形態”が影響を及ぼし
ていた。しかし、安定した組織ルーティンは固定化する慣性があるため、“組織変革”により、環境
変化に適応する組織ルーティンに変化させる必要があった。環境変化に適応不可能となった戦略的組
織ルーティンの破壊が欠かせない。 
 一方、戦略的組織ルーティンの変化は、経営者が“組織変革”を主導し、組織メンバー間の相互作
用による“組織学習”を通して実現する。“組織学習”の誘発は、経営理念の機能にあり、経営戦略
の実行のプロセスで“組織形態”を常に変化させていた。このプロセスを経ることで新たな戦略的組
織ルーティンの創造が図られたことである。 
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１．はじめに 
 本研究の目的は、企業の持続的成長と発展をもたらすメカニズムを、戦略的組織ルーティン
の破壊と創造に焦点を当て解明することである。 
 ダヴェニ（1994）は、企業間の競争が激化することで競争優位の持続性が難しくなってくる
状況を「ハイパー・コンペティション」と名付けた。企業が競争優位を持続できる期間は短く
なってきており、一度競争優位を失ってもまたそれを取り戻す「一時的な競争優位の連鎖」を
生み出すことが重要になる。このようなハイパー・コンペティションの事業環境下において、
理論的には、より積極的な競争行動をとる企業のほうが高い業績を実現できると結論づけてい
る。 
 また、ウィギンズとルエフリ（2003）は、「持続的な競争優位なるものが本当に存在するの
か」という疑問を、大規模なデータと厳密な統計手法1を用いて徹底的に検証した2。そこでの
結論は次の 3 点にまとめられる。第 1 は、アメリカでは「持続的な競争優位」を実現する企業
は確かに存在するが、その数はすべてのうち 2～ 5％にすぎない。第 2 は、近年になればなる
ほど、企業が競争優位を実現できる期間は短くなっている。すなわち、持続的な競争優位を
実現することは難しくなっている。第 3 は、いったん競争優位を失ってからその後ふたたび
                                                          
1 従来の研究では、企業の競争優位を検出するのに自己回帰モデルという統計手法を使っていたが、ノン
パラメトリックという手法で代替した。ノンパラメトリック手法を用いることで、従来はサンプルの中の
外れ値とみなされていた企業を分析に取り組むことができる。 
2 『ストラテジック・マネジメント・ジャーナル』や『オーガニゼーション・サイエンス』などの学術誌で、
2 人は 1972 年から 1997 年までの全米 40 産業にわたる 6,772 社の投資利益率などの時系列データを用い
て、企業が 10 年以上続けて同じ業界のライバルよりも高い業績を残した場合を「持続的な競争優位」とみ
なした。 
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競争優位を獲得する企業の数が増加している。すなわち、現在の優れた企業とは、長いあい
だ安定して競争優位を保っているのではなく、一時的な優位（Temporary Advantage）を鎖
のようにつないで、結果として長期的に高い業績を得ているように見えているという指摘で
ある。 
 このように企業の持続的成長と発展は、競争優位の組織能力ともいえる戦略的組織ルーティ
ンが、破壊と創造を繰り返しながら成し遂げられているものと理解できる。そこで、戦略的組
織ルーティンの構造と 4 要素について提示し、それらが破壊と創造を繰り返すメカニズムを東
レの組織変革の考察を通して分析する。 
 最初に、組織ルーティンの構造は、アンゾフ（1965）の意思決定の 3 つのカテゴリーに依拠
すると 3 つの階層に整理できる（槇谷, 2008）。第 1 の層は作業ルーティン、第 2 の層は管理的
業務ルーティン、第 3 の層は戦略的組織ルーティンである。本研究の考察対象は第 3 の層の戦
略的組織ルーティンである。そこで、すでに数社の企業の史的研究から、戦略的組織ルーティ
ンには 4 つの要素が媒介して機能するモデルを提示し実証研究を進めてきた（槇谷, 2009）。そ
の 4 要素とは、組織変革の断行、組織形態の構築と変化、意思決定の明確化、組織学習の場づ
くりである。 
 しかし、組織ルーティンの安定と変化を捉えるには、事業活動そのものの考察が重要である
ため、企業の経営目的である経営理念と、組織メンバーの日常活動の関係から捉える必要があ
る。 
 
２．組織ルーティンの安定と変化 
 ルーティンは個人レベルにおいて非人間的で反復的な作業の繰り返しであり、従来の経営学
では、イノベーションや組織変革を阻害するものと考えられてきた。しかし、組織レベルの、
いわゆる組織ルーティンは、それらを反復的な活動として、単純化・標準化・専門化を極めれ
ば極めるほど改善され変化することが明らかになってきた。 
 ネルソンとウィンター（Nelson, R.R. and Winter, S.G. 1982）によれば、生物学的進化論に
おいて遺伝子が果たす役割は、ルーティン（定型的・慣例的行動手続き）が担い、企業行動の
進化は組織ルーティンの発展と変化のプロセスであると定義している。また、藤本（2000）は、
不変性を保証するメカニズムを有する情報蓄積体のことを遺伝子とルーティンであると指摘し
ている。これらの定義から、組織ルーティンの変化が競争優位の組織能力を形成する要素と考
えられる。したがって、組織ルーティンと組織変革は相反するものではない。むしろ、組織ル
ーティンを安定させようとすればするほど変化するというパラドクス現象（大月, 2004）があ
り、それが組織変革を成功に導くというものである。 
 そして、組織ルーティンの安定と変化を繰り返すことで、ダイナミックな戦略的組織ルーテ
ィンの破壊と創造につながってくるものと考えられる。そこで、これら戦略的組織ルーティン
の 4 要素が破壊と創造にどのように影響を及ぼしているのかを、簡単なモデルで提示する（図
表１）。 
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図表１：組織ルーティンの安定と変化が戦略的組織ルーティンへ移行する経路 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：筆者作成 
 
 組織ルーティンが戦略的組織ルーティンとして安定するために、日本企業が得意とする生産
システムやオペレーションの維持と拡大が求められる。安定した組織ルーティンが変化を余儀
なくされるのは、環境変化に適応するためであり、競争環境に打ち勝つための組織能力が構築
される必要があるからである。しかし、組織ルーティンを変化させることは危険が伴うだけで
なく、重要であるにもかかわらず安定した戦略的組織ルーティンをも破壊してしまう可能性も
ある。そのため、不安定な変化下においても、競争優位の戦略的組織ルーティンは破壊と創造
を常軌化させることで常に自社の組織能力を構築する必要がある。したがって、企業の持続性
を保証するメカニズムは、この戦略的組織ルーティンの破壊と創造のメカニズムを考察するこ
とによって明らかになるものと考えられる。 
 戦略的組織ルーティンの 4 要素（組織変革、組織学習、意思決定、組織形態）のうち、意思
決定と組織形態によって組織ルーティンが安定し、組織変革と組織学習によって組織ルーティ
ンは変化するのと考えられる。 
 
３．企業の成長と発展要因としての戦略的組織ルーティンの破壊と創造 
 戦略的組織ルーティンには、成長を促進する段階で戦略的組織ルーティンが安定するプロセ
スと、成長を阻害段階でそれを克服するために戦略的組織ルーティンが変化するプロセスがあ
る（大月, 2004）。 
 また、神田・岩崎（1996）は、90 社の創業平均 198 年の老舗企業のアンケートを行い、老
舗の経営「三種の神器」として、①商売・屋号の継続性、②家訓、③創業者一族支配をあげて
いる。また、老舗の企業行動の基本は、企業規模をいたずらに追うのではなく利益を第一義的
に追求することである。さらに、老舗が存続のための行動は、「技術と取引の継承と変革」、「伝
統への挑戦」、「人的な事業継承」によって説明できるとしている。つまり、伝統と変革という
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相矛盾することを同時に成し遂げる経営が求められるのである3。 
 戦略的組織ルーティンの安定する要因は、意思決定ルーティンと組織形態4ルーティンによっ
てもたらされるものと考えられる。意思決定ルーティンとは、経営戦略を各部門の事業計画や
業務目標を実現するためのものであり、判断基準の特定と判断プロセスの標準化を行うことで
ある。また、組織形態ルーティンとは、各部門の事業計画や業務目標を円滑に遂行させると同
時に、組織メンバーの協働を円滑に促進するための組織形態のパターンのことである。これら
の競争優位の組織能力を安定させることで、企業の持続性は保たれる。 
 一方、戦略的組織ルーティンの変化する要因は、戦略的組織ルーティンの安定が基盤となり
組織変革と組織学習によってもたらされる。組織変革とは、事業活動と経営理念の整合性を問
い直すことから始まる経営理念を機軸に組織変革を常軌化する活動である。組織学習は、経営
理念を経営戦略に結びつけることが前提となる。組織メンバーが経営理念を再解釈する場を通
して創発的な学習活動が生み出されるものと考えられる。つまり、戦略的組織ルーティンを変
化させるためには、戦略的組織ルーティンを一定の期間安定させる必要がある。 
 次に、これら戦略的組織ルーティンの安定と変化のメカニズムを、意識改革によって大企業
病化を克服した東レの 1987 年以降の組織変革を考察する。トップ・マネジメントの強力なリ
ーダーシップによる戦略的組織ルーティンの破壊と創造が、企業の持続的成長と発展にどのよ
うに作用しているのかについて事例分析する。 
 
４．事例研究：東レ株式会社（前田勝之助社長以降の組織変革：1987 年から 2013 年）5 
4.1 戦略的組織ルーティンの破壊 
4.1.1 意識改革による組織変革 
 東レは 1986 年 4 月に創立 60 周年を迎えた。1985 年プラザ合意によって急速な円高が進み
輸出依存度の高い企業は打撃を受けた。経営環境は厳しさを増し、経営立直しの抜本的対策が
必要であった。当時の伊藤昌壽社長は、「CI（Corporate Identity）運動」や「フォーメーショ
ン T プロジェクト」などの活動として全社一丸となった「新創業祭」を開催した。このような
環境下で、1987 年 4 月に前田勝之助常務取締役が社長に就任した。 
 前田勝之助社長は、現在まで成果をあげえなかった理由を、会社全体が「脱繊維」を標榜し
新規事業に研究開発や新事業開発に多くの経営資源を投入したことにあると考えた。そこで、
従来の戦略を見直し、既存事業と繊維事業である「祖業」を重視する方針を明確に打ち出した。
                                                          
3 神田・岩崎（1996, pp.205-222）。この他に、Geus, A.（1997, 邦訳, pp.23-26）世界中で 100 年以上の歴
史を持つ長寿企業がどのように経営されているのかを調査し、持続的成長と発展の要因を整理している。 
4 組織形態は「組織の行動、すなわちインプットをアウトプットに変換するための青写真」（Hannan,M.T. 
and Freeman, J.H. 1977, pp.929-964.）であり、組織メンバーの学習を創出する形態である。 
5 主な参考文献は、日本経営史研究所編（1997）『東レ 70 年史:1926～1996』[本編]資料編 :資料・年表（東
レ株式会社）、東レ株式会社ホームページ、『日経ビジネス』、綱淵昭三（2006）『東レ前田勝之助の原点:
現実を直視せよ』実業之日本社、東レ経営研究所編著（2011）『実論経営トップのリーダーシップ「前田勝
之助」のリーダー育成論』メトロポリタンプレスである。 
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全社一丸となった意識改革を行った6。 
 東レの経営不振については、経営戦略面や環境面のいくつかの問題はあったものの、その最
大の原因は組織風土にあると考えていた。例えば、高度成長時代の高収益であった甘え、大企
業意識に根ざした人任せ主義、過去の成功に依存したライバル軽視や前例主義、第一線の現場
の意見が重視されずに、一部の評論家的な議論が社内を支配していたことなどである。この風
潮を打破するため、これまでの仕事のやり方を全面的に改めることを求め、現場主義、現実直
視の思想を植えつけていった7。 
 1988 年、国際部門を新設し、医薬・医療事業部門、電子情報機材事業部門、さらに関連事業
部門も新設している。SOFICAR 社（フランス）の経営権取得、1989 年、英国コートールズ社
のポリエステル長繊維織物事業を買収、トーレ・テキスタイルズ・ヨーロッパ社を設立するな
ど、積極的な事業提携に乗り出している。1990 年、米国イーストマン・ケミカル社と提携、
PCT 樹脂「エクター」の輸入販売開始し、1992 年、米国の半導体検査・測定機器メーカー、
サーマウェーブ社を買収するなど医薬・医療事業部門を拡大している。この時期に、積極的な
事業多角化を図っている。一方、トーレ・プラスチックス（マレーシア）社で ABS 樹脂の生
産販売開始し、タイのポリエステル長繊維製造会社トーレ・ファイバーズ（タイランド）社が
生産販売を開始するなど、「祖業」である繊維事業の基盤を固めている。 
 1995 年、韓国に TAB 用テープ及びフレキシブルプリント回路の製造・販売会社 STEMCO
社を、1996 年に株式会社ケー・ティー・ピーを設立した。仏ローヌ・プーラン・グループのフ
ィルム生産・販売会社を買収、トーレ・プラスチックス・ヨーロッパ社を、1997 年、チェコに
トーレ・テキスタイルズ・セントラル・ヨーロッパ社を設立した。さらに米国にトーレ・カー
ボンファイバーズ・アメリカ社を、中国に東麗商事（上海）有限公司を設立し、積極的なグロ
ーバル戦略を展開している。 
 その後、1997 年に平井克彦社長が就任し、前田勝之助社長は会長に就任した。しかし、5 年
後の 2002 年、前田勝之助会長が実質の最高経営責任を担う CEO に就任し、榊原定征社長兼
COO に就任している。同年、トータルコスト競争力強化（TC プロジェクト）を開始し、意思
決定基準の明確化を図る活動を展開した8。 
 次に、前田勝之助社長（1987 年から 1997 年、会長として 1997 年から 2002 年、CEO とし
て 2002 年から 2004 年）が断行してきた、意思決定基準の明確化による経営実践と、経営管理
制度の改革と組織形態の変化を中心に整理しておきたい。その前に、東レの業績推移を売上高
と経常利益のみ取り上げて大きなトレンドのみを図表 2 に示しておきたい。 
 
                                                          
6 前田勝之助社長は、20 年も患っている大企業病の治療にとりかかっていると述べている。その原因は、
エリート集団が招いたものであり、企業内に評論家が多くなったことを問題視した。そこで、徹底した現
場主義の改革を推し進めたのである（『日経ビジネス』1991 年 9 月 9 日号, pp.68-71）。 
7 『日経ビジネス』1987 年 7 月 20 日号, pp.66-69. 
8 『日経産業新聞』2003 年 11 月 17 日。 
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図表 2：東レの業績推移（1975 年から 2012 年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：東レ有価証券報告書、東レホームページより、売上高と経常利益のみ取り上げた。 
      尚、会計処理の変更に伴い 1995 年から 2006 年は短信と連結が混在している。 
 
 売上高と経常利益は 1998 年までは順調に伸びているが、1998 年から 2002 年が下降してい
る。その後 2002 年から 2006 年までは急な再成長を遂げるが、2006 年から 2009 年は売上高
が増加しているにもかかわらず経常利益の減少が著しい。そして、2009 年から 2012 年にかけ
て、売上高と経常利益ともに再成長を遂げている。まさに、短期間に上下を鎖のようにつない
で競争優位を維持している。つまり、組織ルーティンの安定と変化が、戦略的組織ルーティン
の破壊と創造を繰り返しながら、急激な環境変化を先取りしながら適応する組織活動が見えて
くる。この業績推移と経営者活動の影響要因を単純に結びつけることはできない。しかし、経
営者が実行してきた活動を内生性の要素として分析単位とすることで、いくつかのインプリケ
ーションを示唆することができる。 
 
4.1.2 意思決定基準の明確化と経営実践 
 前田勝之助社長は、前年から行われていた新創業運動を終了させ、中・長期の経営課題とし
て次の 4 点について意思決定基準を明確に打ち出した。 
 第 1 は、事業ドメインのとらえ方を現在の事業分野の枠を越えて再編成すること。第 2 は、
1986 年度の環境下で収益目標約 400 億円を達成するため自助努力でできる具体的手段を設定
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すること。第 3 は、繊維事業の APS（Action Program for Survival）などの合理化・効率化活
動は既定方針通り実施しながら、売上増・シェア増・付加価値拡大を図ること。第 4 は、自助
努力項目について各事業の特質に応じたフォローアップ可能な指標を年次別に設定することで
ある。 
 同時に、活動指標を次々と打ち出した。現実を直視する習慣の徹底、一般論や抽象論より各
論や実務を高く評価する会社への変身、各職場への競争原理の導入と目標設定、ラインの重視
と強化、画一性を排除しメリハリのある管理体制の実現、企業規律や職場規律の立直しなどで
ある。また、管理の重複や真空地帯が生じないように業務分掌規定や業務マニュアルの作成、
管理計算上のドンブリ勘定を改め生きた数値など、早期に改善するよう強い指示を出した。 
 意識改革の徹底を行う一方で経営管理制度の改革を同時に行った。生産本部で原価削減のた
めの目標管理として徹底させていた「自助努力」による管理項目を、全社的に徹底させた。収
益構造を客観的に分析して、自助努力によるものと環境要因によるものとに明確に区分した。
また、繊維事業の体質改善強化計画である APS の実行に際して、品種別・用途別に利益管理
が行われた。利益を極大化するために収益力の高い品種を見極め、それを中心に売上を拡大す
る一方で不採算品種はカットし、生産も販売に見合う体制に改めたのである。APS は、意思決
定基準を組織全体で実行するための組織形態として機能したものと考えられる。 
 さらに、1988 年度に改定された社内仕切価格制度による改革を実施している。2 年前の原価
をベースとし原料供給部門であるケミカル事業本部の利益には 2 年間の自助努力によるコスト
ダウンが反映された。これによって、ユーザー部門である繊維、プラスチックの各事業本部は、
自製原料の低コストのメリットを生かして、強いコスト競争力をもって拡販戦略を展開し事業
拡大を最大限に推進することが可能となった。これらの自助努力によるコストダウンの結果、
ケミカル事業本部はコスト競争力をいっそう強化するとともに、ファインケミカルなど社外へ
の事業拡大に注力することが可能になった。 
 1987 年から 1991 年にかけての好況期にもかかわらず、体質の強化を図るため約 3,000 人の
在籍人員削減を行った。社外への転進援助制度を整備し、職務相談室の強化を図ったのである。
この時期は好況を利用して転職先を容易に探すことができ、しかも好条件での転職も可能であ
った。 
 好況期のマイナス影響は、すでに 1989 年から現れて営業費対売上高の比率が急速に増加し
た。さらに好況期に企画された設備投資が 1990 から 1991 年度には、固定費の顕著な増加につ
ながっていた。限界利益の増加を上回って固定費が増加し、他方で 1991 年度に入ると不況の
影響で売上高が伸びなくなっていた。 
 一方、バブル経済崩壊後の長期不況の時期に、一部の工場では稼働率が低下したが、工程の
空き時間を活用して生産技術の開発・改善のためのテストを積極的に行った。これによって、
好況が到来したときに大幅な生産効率改善と品質向上が可能となるリスクマネジメント体制が
整備された。また、一定規模の利益が確保できている場合、研究・開発投資、設備投資、採用
などを継続的に行うことも方針として徹底された。これらの施策を、前田勝之助社長は「好況
時の不況対策」、「不況時の好況対策」と述べている。1991 年から 1992 年にかけて「経営危機
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管理」と「費用新政策」が検討され実行に移された。 
 その具体的な取り組みとして、1992 年 6 月に AKF（赤字事業・開発事業のフォローアップ）
制度が設けられた。企業成長のためには新規事業が必要であるが、そのための赤字が無制限に
拡大することを防止するために一定のルールを設け、それと個別の事業判断とをミックスした
かたちで開発事業を評価する制度である。この時期に、国際的 M&A（合併・買収）や資本提
携を積極的に展開する戦略を実行している。 
 さらに経営上の諸問題を検討するに際して、意思決定基準を明確化している。期間の長短に
よる取組みの方法の明確な区分である。それは、今すぐに解決すべき事項を「今の問題」、中期
的に取り組む課題を「中期の課題」、5～10 年かけて長期的に進むべき方向を「長期の展望」と
して、緊急度と重要度を整理して対応することであった。前田勝之助社長は、こうした経営戦
略の構築を「経営管理技術」と表現している。経営戦略の実現には経営管理制度の重要性を指
摘しているのもと考えられる。意思決定基準の明確化により、全社員の活動の方向と足並みが
揃えられた。 
 このように、意思決定の明確化と経営管理制度の構築によって組織変革を断行した。組織学
習の場は、代表取締役による副社長連絡会が設置されたが、あくまでもトップ・マネジメント
を中心に設計した組織形態であった。 
 
4.1.3 経営管理制度の改革と組織形態の変化 
 組織の改革において、東レ型事業本部制と連邦経営があげられる。東レの基本組織は、事業
本部制を採用したり職能別組織に戻したりと経営の要請にあわせた、柔軟でフラクタルな組織
形態9と理解できる。 
 1979 年 11 月に、現在の事業本部、生産本部並立組織の原型を導入10した。導入当時は、事
業本部（営業）を核として川下進出や新事業による多角化を推進し、生産本部を独立させて共
通的・横断的管理を行った。1987 年以降、前田勝之助社長は営業、生産といった職能的な責任
をいっそう明確にした。事業本部には利益責任をもたせ、生産本部には原価責任をもたせると
ともに、生産本部内の事業担当役員には事業運営ヘコミットさせ、マトリックス的な組織運営
を行ったのである。これによって、事業本部・部門は生産本部に対して厳しいコストダウンを
要求し、生産本部はいっそうの拡販を事業本部･部門に求めるなど、事業の強化･拡大という共
通の目標に向って、相互に切磋琢磨する体制が確立された。意思決定を全社的活動として実践
する組織形態であった。 
 事業本部・部門の視点ばかりでなく、全社横断的に、かつ中・長期的に考えて判断する体制
をつくり、生産本部、研究本部などラインが責任をもって検討することとした。そのための仕
組みとして、1985 年設立された技術センターの機能の拡充、研究開発戦力配分を全社的に決定
                                                          
9 フラクタルとは、複雑系の研究で用いられる用語で、「全体の形と相似する形で部分が出来上がっている、
あるいはそれらの部分を集めて、全体を作ると再び同じ形になる」という意味である。自然界でよく見ら
れる形で、木の葉の全体の形とその細部の葉脈の形は相似形であり、フラクタルとして知られている。 
10 この組織形態は 1996 年現在まで続いた。 
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するシステムである MPR（Marketing Production & Research）、および重要な技術テーマの
意思決定を行う技術委員会、職能別横断的な人事運営を円滑、公平に行うための分野別人事委
員会などの設置とその充実が図られたのである。 
 独自の経営管理制度として、1987 年 7 月代表取締役による副社長連絡会が設置された。部
長級以上であれば誰でも議題を提出して、トップ・マネジメントの意向を直接打診し、相談の
ために出席することができる。いわば「駆込み寺」の機能をもつ組織である。常務会や経営会
議のような、意思決定のための正式な機関ではなかった。そのため資料はなくてもよいとされ、
早期に経営トップと基本的な方針や方向性について議論できるので多くのテーマが提出された。
オープンな場であったため論議は深夜にまで及ぶこともあり、この副社長連絡会は月 2 回コン
スタントに開催された。これらは、トップとミドルの組織学習の誘発を意図した取り組みであ
った。 
 意識改革の具体策として、まず経営企画室の役割期待を変えた。繊維、プラスチック、ケミ
カル、複合材料、研究開発、財経、国際、新事業の各本部・部門から 1 人ずつ、部長級の主力
を新設した経営企画グループに配属する組織変革である。経営企画グループの役割は次の 3 点
であった。第 1 は社長の経営方針を各本部・部門に伝えること。第 2 は各本部・部門の意見や
問題を社長に伝えること。第 3 は社内のコミュニケーションの徹底を図ること。これらの役割
を実現するため部長懇話会の開催を行った。オープンな組織形態による組織学習の誘発を意図
したものと理解できる。 
 1 回の十数人ずつ出席した工場長、研究所長、部長に対し、長時間にわたって前田勝之助社
長は経営に対する考えを伝え、「強い体質の東レ」を再建するための意識改革を促したのである。
部長懇話会は、1987 年 9 月から 2 年間にわたって月 2～ 3 回の頻度で開催され、延べ 326 人
が出席した。 
 1987 年 11 月に戦略的広報を重視して、広報課と人事部から移管した社内報グループをあわ
せて社長直轄の広報室を設立した。最初に社内・社外に対する情報の一元化を図る施策を打ち
出した。経営会議や常務・本部長会議で討議・決定された経営方針は、職制を通じて課員、グ
ループメンバー一人ひとりに伝達され、また社内報などを通じて全社的に共有できる体制を整
備した。 
 1988 年 4 月に関連事業本部が発足し、原則として国内関係会社は同事業本部のもとに集約
される組織形態に変化させた。東レの経営にとって、グループの拡大・強化は重要な課題であ
った。しかし、従来その取組みは東レとの事業の一貫性が強調されたり、個別会社の独立性が
重視されたり、時系列的にも、また経営的視点からも一貫性と統一性を欠いていた。前田勝之
助社長は、連結決算重視の「連邦経営」の推進を東レの重要な経営課題として明確に打ち出す
とともに、組織･推進体制を整備したのである。 
 1990 年、ファッション部門を新設し、翌年の 1991 年、研究開発本部の開発本部を技術セン
ターに、研究開発本部を研究本部に峻別した組織形態を構築している。1992 年、現場のリーダ
ーが主体性をもった経営課題への取組みを図る目的で ID-2000 運動が開始された。前田勝之助
社長は就任以来、トップダウンの経営を行ってきたが、開発事業を評価する AKF（赤字事業・
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開発事業のフォローアップ）制度と、組織メンバーの主体性を尊重した制度も整備している。 
 また、2000 年には新市場の開拓に注力するため、GO（グローバル・オペレーション）推進
室（ユニクロ対策室）開設し、現在のヒートテック開発の成功の基盤を築いた。その後この事
業は拡大を図ることになる。そして 2004 年、中期経営課題“プロジェクト NT-II”を開始し
た。全社活動を推進する組織形態を構築し組織活性化を図る活動の展開である。2009 年、社長
直轄組織として地球環境事業戦略推進室を新設し、環境配慮型事業活動ならびに CSR 活動が
気候変動や社会の持続的成長に貢献している。 
 このように、官僚化した企業文化を、社員の意識改革を促す経営管理制度と意思決定で、成
長を阻害する戦略的組織ルーティンの破壊を図ったのである。 
 
4.2 戦略的組織ルーティンの創造 
 戦略的組織ルーティンを破壊するだけでは組織変革は成功しない。そこで、前田勝之助社長
は 1988 年 5 月、管理・専門職全員に、『意識改革 5 つのポイント』と題したリーフレット11を
配布した。これは社長就任以前から認識していた問題点を明文化したものである。あらゆる機
会に全社員、とくに管理・専門職の立場にある者に求めてきた仕事のやり方の変革、職場規律
のあり方などを社長就任後にまとめたものである。その背景には、前田勝之助社長は価値観が
多様化し、勤労意識も変化しているなかで、東レに入社してきた若い人たちの企業人としての
あり方を危惧していたからであった。そのため、広報委員会のもとに企業文化小委員会を設置
するなどの組織形態を指示した。そこでは、社員の一人ひとりが自分の働く企業、仕事に対し
て誇りをもつことなどの議論を重ねたのである。 
 
4.2.1 新しい企業文化の形成と組織学習の創造 
 長いあいだ等閑にされていた福利厚生についても、中期経営課題が策定されて、工場食堂、
社宅、独身寮、寄宿舎の整備など、中・長期的視野で計画的に福利厚生の充実が 1991 年に図
られるようになった。企業を支えるのは人材である。連邦経営、グローバル戦略を展開するな
かで人材の確保と育成は急務であった。東レ経営スクール（TKS）、東レ専修学校を設置し、
役員・理事研修会などもより具体的な研修を行うこととした。40 歳代の管理者層を対象に、経
営を習う 250 時間研修を開始した。トップ主導ではなく、中間管理職が意思決定の中心で、ミ
                                                          
11 その内容はつぎのとおりである。 
(1) 今の仕事の内容を直視し、問題点を見出して改善すること。 
(2) 抽象論より各論実務を高く評価する職制と習慣を作り上げること。 
(3) 各職場の競争原理を導入し、明確な目標管理を行うこと。 
(4) 画一性を排除して弾力的な管理体制を構築し、その中で職場規律を立直すこと。 
(5) 管理者はもちろんのことスタッフもグランドに降り、ラインと共に意識改革の先頭に立つこと。 
 それぞれの項目に 5 つのチェックポイントがあり、細かく具体的な問いかけがなされていた。この設問
に自問自答することによって、社員に主体的かつ挑戦的な仕事への取り組み、徹底したスケジュール管理
と実行、そしてフォローアップを教育し、意識改革の徹底を図ったのである。 
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ドルアップ・アンド・ダウン経営を浸透させている12。 
 1991 年 4 月に長期経営ビジョン「AP-G2000」を実施し、実現するアクションプログラム
（AP）」として策定され、東レおよび東レグループの長期展望を示すキーワードとして「Growth
（成長）、Group Management（連邦経営）、Globalization（国際化）」を含意する 3 つの G が、
経営活動の統一を図るねらいで提示された。そこでは、2000 年における東レと東レグループの
イメージを、中総合素材事業、アドバンスト・エンドプロダクツ事業、ヒューマンサービス事
業の 3 つの事業ドメインからなる「総合化学企業集団｣13と位置づけた。さらに、これを実現す
るための経営行動指針14として、事業分野を「戦略的拡大事業」と「戦略的育成事業」に区分
し、事業分野ごとに長期事業戦略がまとめられた。 
 1992 年 4 月、Identity-2000（ID-2000）運動が開始された。前田勝之助社長就任以来トッ
プダウンの経営を行ってきたが、東レの事業分野が多様化し環境変化も激しくなるなかではよ
り迅速な組織行動が要求された。そこでは、現場のリーダーが主体性をもった経営課題への取
り組みと行動が必要であると考えていた。そのため、第一線経営職であるミドル・マネジメン
トのリーダーシップ発揮と、各職場および一人ひとりが、自らのアイデンティティを確立する
ことを目的に、組織学習を促進する全社的運動を展開したのである15。 
 前年に策定された AP-G2000 を実現するためにも、各職場の役割と課題を明らかにすること
が重要であった。そのために東レ全体で約 550 の課相当の職場が、自分たちの本来の役割と存
在意義は何かについて議論し、職場の現状認識と強み・弱みを明らかにしたうえで、職場のあ
るべき姿を確認した。そして、皆が共感できる「職場アイデンティティ（ID）」と、それにふ
さわしい行動目標を設定して職場 ID の確立に取り組んだ。 
 もう一つのプログラムとして取り上げられたのは、ディビジョン・カウンシルとジュニアボ
ードである。課長層で構成されるディビジョン・カウンシルを事業部単位に開催し、その代表
者によって 7 つのジュニアボードを編成して経営課題の検討と推進を行い、さらにその結論を
論議するための場として副社長連絡会が活用された。自助努力システムや APS を通じて、東
レの意識改革はトップ・マネジメントから部長層へと浸透していた。この運動は課長層に積極
的なリーダーシップを発揮させて、意識改革を課長以下に浸透させる狙いがあった。同時に、
ジュニアボードにみられるように、課長層の積極的経営参加を求めることによって、その活性
化を図ろうというものであった｡それまでのトップダウンの経営から、課長層のリーダーシップ
により、ミドルアップ・アンド・ダウンによる組織活性化が図られたのである。 
 この活動と並行して、マネジメント・フォーラム、東レ ID 文化展、パイオニア・チャレン
                                                          
12 『日経ビジネス』1992 年 2 月 17 日号, pp.38-40. 
13 (1)GNP 名目成長率を上回る成長をする、(2)東レグループとして一体となった連邦経営、(3)グローバル
な経営活動、(4)地球環境保護に積極的役割を果す、(5)良い企業市民として社会貢献し、生き生きとした魅
力ある文化を持つ企業集団である、と描いた。 
14 (1)企業体質・意識改革の強化、(2)連邦経営の推進、(3)グローバリゼーション、(4)人材の確保・育成、
(5)基礎研究・基礎技術の強化、(6)地球環境への対応、(7)新しい企業文化の形成、が掲げられた。 
15 『日経ビジネス』1995 年 2 月 20 日号, pp.27-31. 
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ジ・プログラムの 3 つが推進された。マネジメント・フォーラムは、副社長・専務取締役など
経営トップとミドル層の直接的な意見交換の場として開催された。ミドル層がトップの理念・
価値観・経営思想に直接ふれると同時に、日常の業務遂行から生まれた問題意識や課題解決の
方向などについてディスカッションが行われた。マネジメント・フォーラムは、運動期間内に
延べ 103 回開催され、東レ在籍の 1,300 人の課長層を対象に 2 巡した。ミドルが主体的に活動
する場の設定を通して組織学習が促進されたのである。 
 1995 年 4 月には、その集大成として全社 ID 文化展が実施された。パイオニア・チャレンジ・
プログラムは、一人ひとりがチャレンジ精神を発揮して、社会や会社に主体的に働きかけるこ
とをめざして進められた。個人のボランティア活動への支援、個々の社員のベンチャービジネ
スの企画募集と活動支援などが行われた。 
 ID-2000 運動は、当初の計画どおり 3 年間で区切りがつけられた。1995 年 4 月に滋賀事業
場において社長以下、全社および各事業場・工場推進委員会の委員長、課長層の代表者などの
出席を得て「ID-2000 総括大会」が開催された。その後 1 年間、これまで浸透してきた ID-2000
運動の主旨を、ラインが推進母体となって各組織に定着させるための移行期間として、ID-2000
ステップ･アップ･イヤーが設けられた。こられの取り組みも、組織学習を促進させるきめ細か
な全社的な組織形態による活動であった。 
 また、ID-2000 運動のなかから、日常の事務作業の改善が提議され、1995 年 5 月、東京・
大阪を中心とした WSP（ホワイトカラー生産性向上プロジェクト）がスタートさせた｡これは
事務作業など間接業務に対する意識改革であり、全員が電子メールをはじめとする情報ツール
を使いこなした業務の高度化と効率化であった。 
 1996 年 3 月に完成した東レ総合研修センターは、東レおよび海外も含めた東レグループ社
員の研修の場となっている。前田勝之助社長は、研修センターに設置された碑文に「企業の盛
衰は人が制し、人こそが企業の未来を拓く」と、その思いを刻んでいる。また東レ ID 文化展
は、これまでの東レの発展を支えてきた諸先輩の足跡に学び、真の強みや知恵の継承をコンセ
プトにした「温故知新展」と、東レのビジョンを目にみえる形にすることをコンセプトとした 
「未来東レ展」の二つで構成され、それぞれが運動期間の第 1 年目と第 3 年目に、各事業場・
工場ごとに開催された。このように、全社員で理念を共有する活動にも力を入れた。 
 1997 年、MT 運動（自ら考え、直ちに実行）の推進、2002 年、経営改革プログラム「プロ
ジェクト New TORAY21」を開始し、新長期経営ビジョン「AP-New TORAY21」を策定した。
これらは戦略的組織ルーティンを創造するための組織学習が生み出されたものと考えられる。
2003 年、NT-21 で New Value Creator を検討16し、2004 年、中期経営課題“プロジェクト
NT-II”も開始している。これらのプロジェクトは、創造された戦略的組織ルーティンを安定
させる活動であると理解できる。そして 2006年、長期経営ビジョン AP-Innovation TORAY 21、
並びに、中期経営課題 プロジェクト Innovation TORAY 2010 を策定し、全社的な組織学習
の誘発を図っている。つまり、戦略的組織ルーティンの創造と安定を繰り返し、環境変化に適
                                                          
16 『日経産業新聞』2003 年 5 月 22 日。 
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応可能な事業活動へと変化させている。 
 
4.2.2 経営理念の機能化によるビジョン経営 
 新「経営理念」は 1995 年 4 月 16 日に制定された。新「経営理念」は、企業の基本使命・存
在意義を規定した「企業理念」と、顧客・社員・株主と地域社会のそれぞれに対してとくに重
要と考える経営上の基本方針を示した「経営基本方針」、これに呼応して企業と社員がとるべき
共通規範を示した「行動方針」の 3 部からなっている。 
 新「経営理念」は、今後、長期にわたって東レおよび東レグループの経営活動を支える理念
上のよりどころとして位置づけられた。またグローバルな活動展開のなかで利用して国際社会
の理解を得るために、和文ばかりでなく英文も作成された。 
 2002 年 4 月に、それまでの長期経営ビジョン AP-G2000（1991 年制定、1997 年改訂）の基
本路線を検証し、環境変化や経営改革における新たな展望を踏まえて、「21 世紀の新しい東レ」
への転換のための指針として、長期経営ビジョン“AP-New TORAY21”を策定している。 
 その後現在に至るまで、2003 年から開始している中期経営課題“プロジェクト NT21”およ
びそれに続く 2004 年の“プロジェクト NT-II”（“NT 改革”）による経営改革を図ってきた。
徹底した体質強化と抜本的な事業構造改革に加え、「先端材料事業の拡大」「ナンバーOne 事
業の拡大」「海外事業の戦略的拡大」などを積極的に推進してきた。そして、この“NT 改革”
の下での 4 年間にわたる全社挙げての継続的な努力により、着実な業績回復を果たし、経営改
革は確実に成果を上げつつあった。 
 2006 年からの新たな長期経営ビジョンでは、“AP-New TORAY 21”の基本路線を踏襲しつ
つ、“Innovation by Chemistry”をコーポレート・スローガンとして、Chemistry を核に技術
革新を追求し、「先端材料で世界のトップ企業」を目指している。また、技術革新のみならず企
業活動の全ての領域において、“Innovation（革新と創造）”に挑戦し、新しい価値を創造して
いる。さらに、これらを通して社会の発展と環境の保全・調和に向けて積極的な役割を果たす
とともに、ダイナミックな進化と持続的な発展を遂げ、全てのステークホルダーにとって高い
存在価値のある企業グループであり続けることを表明している。 
 
５．インプリケーション 
 経営理念を機軸にした意思決定と組織形態により組織変革を断行し、全社活動を活性化させ
る組織学習の誘発を強力なトップによるリーダーシップで実践してきた。つまり、経営理念は、
意思決定と組織形態の構築によって組織メンバーの意識と行動に浸透する。また経営理念は、
環境適応できなくなった戦略的組織ルーティンを破壊する基準となる。一方、戦略的組織ルー
ティンの創造は、組織変革による組織学習の誘発により促進される。戦略的組織ルーティンが
創造された後に、競争優位の組織能力として戦略的組織ルーティンを安定させる必要があり、
それらは、企業の経営管理制度と全社プロジェクト活動によって有効に機能する。しかし、安
定した戦略的組織ルーティンは破壊を困難になる。 
 ラングロアとロバートソン（2004）は、イノベーションを妨げる慣性（inertia）について着
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目している。強固なルーティンをもつある組織において、メージャー・チェンジ（大規模な変
化）が生じる場合、イノベーションの導入は 2 つの結果をもたらすというものである。つまり、
別の目的に向けて発展してきたルーティンの持続によって妨げられてしまう。あるいは旧来の
ルーティンが棄却されたにもかかわらず、まだ新しいルーティンが十分に発展していないとい
った「空白期間」がもたらされるかである。いずれかの帰結が生じるとの指摘である。つまり、
イノベーションによって、過渡的な非効率性がもたらされるということであり、組織変革には
大きなリスクが伴うのである。 
 意思決定基準の明確化を図り、合理的な組織形態の構築は重要であるが、それらを強化しす
ぎると、組織メンバーの相互作用を誘発する組織学習は生み出されにくくなる。まして、組織
変革の場面においては、硬直化した組織文化と組織メンバーの意識と行動の変革は容易ではな
い。したがって、トップ・マネジメントの行動は、戦略的組織ルーティンの 4 要素について経
営理念を基軸にしてルーティン化を図ることが極めて重要になる。 
 組織変革における経営理念の機能とは、新たな戦略的組織ルーティンの破壊と創造を統合す
るものと理解できるであろう。言い換えるならば、戦略的組織ルーティンの破壊と創造には相
矛盾する戦略と組織の統合が求められ、それらを統合する機能を持つのが経営理念である（図
表 3）。 
 
図表 3：戦略的組織ルーティン 4 要素が破壊と創造に及ぼす影響 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：筆者作成 
 
 環境変化が比較的緩やかな状況下では、競争優位の組織ルーティンとして安定させる必要が
ある。そのためには、組織メンバーのモチベーションの基盤となる衛生要因としての経営管理
制度の整備が極めて重要になる。 
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 一方、クォンタムな環境変化に適応するためには、トップ・マネジメントの強力なリーダー
シップによって組織変革を断行する必要がある。その結果、組織ルーティンは外発的に変化す
る。その後、環境に適応できなくなった戦略的組織ルーティンは、トップ・マネジメント主導
の意思決定基準の明確化と実行により戦略的組織ルーティンは破壊される。しかし、破壊する
だけでは新たに直面する環境変化に適応できる組織能力は形成されないため、新たな戦略的組
織ルーティンが創造されなければならない。それらを促進するのは組織メンバー間の相互作用
を誘発する組織形態の変化である。 
 組織形態の変化とは小集団活動や組織横断のプロジェクト活動などであり、東レの事例研究
では全社運動などがそれにあたる。環境変化に適応する戦略的組織ルーティンの創造がさらに
進化し続けるためには、全社的な組織学習が必要になる。ここで注意しなければならないこと
は、意思決定基準の明確化とその実行だけでは、戦略的組織ルーティンの破壊を促進すること
に有効性をもたらすが、創造する局面においては必ずしも有効性をもたらすわけではないこと
である。そのために、トップ・マネジメント主導の意思決定と、ミドルや組織メンバー主導の
組織学習を、組織形態によって同期化し共進化させることが極めて重要になる。 
 
６．おわりに 
 戦略的組織ルーティンが破壊と創造を繰り返すことで企業の持続的成長と発展をもたらすメ
カニズムを、東レの 1987 年以降の組織変革を通して考察した。その結果、戦略的組織ルーテ
ィンの破壊は、強力なトップ・マネジメントの組織変革の断行が契機となった。この活動は、
官僚化した組織風土を意識改革によって壊すことでもあった。具体的には、意思決定基準の明
確化、経営管理制度の改革、組織形態の変化によって、組織変革を阻害する戦略的組織ルーテ
ィンが破壊された。一方、戦略的組織ルーティンの創造は、経営理念の機能が基軸となり、新
しい企業文化の形成、組織学習の誘発、組織メンバーの相互作用をさせる全社運動の展開によ
ってもたらされたのである。 
 戦略的組織ルーティンの安定は、“意思決定”の基準とプロセスの標準化、経営管理制度や全
社活動を機能させる“組織形態”が影響を及ぼしていた。しかし、安定した組織ルーティンは
固定化する慣性があるため、“組織変革”により、環境変化に適応する組織ルーティンに変化さ
せることが必要であった。一方、戦略的組織ルーティンの変化は、経営者が“組織変革”を主
導し組織メンバー間の相互作用による“組織学習”を通して実現するものと考えられた。“組織
学習”の誘発のためには、経営理念の機能化が必要であり、経営戦略の実現の場として“組織
形態”を常に変化させて行くことが重要であった。東レの事例から、強力なトップの組織変革
は、戦略的組織ルーティンの破壊と創造で実現したものと考えられた。 
 本研究の貢献は、戦略的意思決定レベルにおいて、組織ルーティンの形成過程に経営者の経
営理念がどのように影響を及ぼしているのかモデル化したことである。その結果、これらのフ
レームワークに依拠し、組織変革に照準を合わせた企業の実証研究とその分析がますます必要
であることが示唆された。 
 しかし、本研究には残された課題も山積している。第 1 に、経営理念と組織ルーティンの関
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係について、“組織学習”を生み出す“組織形態”に照準を合わせて研究する必要性である。第
2 に、企業の組織変革期（前後 10 年間）の、“組織形態”のダイナミックな変化を質的調査す
る必要性である。第 3 は、安定する「管理的業務ルーティン」と「作業ルーティン」をどのよ
うに結びつけて戦略的組織ルーティンとして変化させるのか、トップ・ミドル・メンバーのイ
ンタラクティブな活動の考察を通して研究することである。 
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